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依存して， u;=u(x’）のように表されるものとする。ここで， x;=(J/,gi）＇は，個人 i
の所得（〆）とその個人が居住する地域の地方政府によって供給される一人あた












1 以下の記述は， Kolm(1977),Marshall and Olkin(1979), Karlin and Rinott (1983), 






4 S凹については， Marshalland Olkin(1979）の3章を参照。 Wが微分可能ならば， S凹性
は， Hを任意の置換行列としてW(u)=W(ufl)が成り立つこと（対称性）と，（叶U；）（θWlfJu「
θ 砂ゲδ Uj） ~Oがすべてのi,jについて成り立つことのこつの性質により過不足なく特徴付け
られる。例えば，シミュレーション分析でしばしば用いられるW=y-1L.,(d)1，但し， y::;1, 
のような関数はS凹である。
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列によって表す。或いは， by＝（臥…，h;), bg=(b；， …，b~）で社会における改革前の所
得と公共支出の分布を表すと， B=[b/,b／］’である。改革後の個人iの所得と公共





定義 1: A,Bについて， d三BPとなるようなN×Nの二重確率行列Pが存在する
とき， AはBによってweaklyuniform supermajorise (WUM）される，と言われ，
A<WBと書く 50
WUMの特殊ケースとして，改革前後で所得の総額と公共支出の総額がとも
に変化しない，すなわち， Z;bj= L: ;aj, j=y,gであるとき，以下の評価基準を考
える。
定義2:AとBについて， A=BPとなるようなN×Nの二重確率行列Pが存在する






性質1: u, w:がそれぞれ仮定1と仮定2を満たすとする。このとき， もしもA<
WBならば，必ず， W[u(a1），…u（凶］三W[u(b1),. ,u(b勺］，である 70
すなわち，仮定1,2を満たすような評価関数や社会厚生関数の下で， WUMも
5 二重確率行列とは，すべての行和と列和が1である非負の正方行列のことを言う。
weakly uniform supermajoriseという用語は本論で便宜的に用いた。 Marshalland 
Olkin(1979）は， A,Bがベクトルの場合に同様の関係が成り立つことを， AはBによって
weakly superma1・ariseされると呼んでいる。
6 uniform majorise という用語はTusi(1999）に拠る。このことを， Marshalland 
Olkin (1979), Mosler(1994）で、は単に， AはBによってmajoriseされる，と呼んでいる。
7 証明は補論を参照o AくBならばdくWBであるので性質1はUMの場合にもあてはまる。























定義4[Marshall and Olkin (1979)] : a;=b;P;, i=y,gとなるような二重確率行
列P，が存在するならば， dはBによってrowwisemajorise(RM）される，と言われ，














定義 厚生上の合意 評価関数の性質 社会厚生基準 dはBによって～majoriseされる 関数の性質
WUM d三BP,Pは二重確率行列 dくWB訪問u(a)J三W[u(b)J 非減少，凹関数 S凹
UM A=BP, Pは二重確率行ヂlj dくB二争W[u(a）］三W[u(b)] 凹関数 S凹
MM A=BP*, P＊は確率行列 AくMB＝争Z刈a1:'. l: ;U(b') 一次同次，凹関数 W=l:;u(x’） 




















































minx (0，…，0, L JLJay *', ヱJLJay*')x, 
s.t. [Eぃ.，£47,094,094].x=(Lトリム7,L1，…，L47)',








である0 Ay,Agはそれぞれ94×1のベクトルであり，ん＝（－L1ay*1, . ,-L47Gy *47,0，…，0）’， 
Ag=(O, ・・,O，ーL1ag＊ふリー L47Gg牢47）’で、ある。この問題の実行可能解を， qiを1×47のベ
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表2 租税の負担に関する仮説と按分方法
税目 最終負担者 各地域への按分方法 資料＊
所得税（申告分，利子配当以外の 所得を得た 市町村民税のシェアで按分 A,B,C,D 源泉徴収分） 個人
源泉所得税（利子・配当に関す 所得を得た 家計の配当受取，家計の利子受 A,B,D る個人支払分） 個人 取のシェアで按分
住民税（個人） 納税者 決算数値をそのまま利用 c 
道府県民税利子割（個人） 所得を得た 家計の利子受け取りのシェアで A,B,C 個人 按分
個人事業税 事業者 決算数値をそのまま利用 c 
法人税，（利源法子泉人所割），得（法法税人人（法事）人，業特支税別払，土道分地府）， 
住県保有民民税
株主，消費 家計の配当受取と民間最終消費 A,B,C,D 者 支出のシェアで按分
消費税，航空機燃料税，石油税，関税，とん税，
印紙収入，特別とん税，原油等関税，地方消 消費者 民間最終消費支出のシェアで按 B,C,D 費税，特別地方消費税，鉱区税，鉱山税，軽油 分
引取税，固定資産税（償却資産，都道府県分）
たばこ税・たばこ特別税 消費者 市町村たばこ税のシェアで按分 C,D 
道府県たばこ税，市町村たばこ税 消費者 決算数値をそのまま利用 c 
酒税 消費者 酒類への支出額と飲酒代で按分 D,F 
揮発油税，石油ガス税，地方道 消費者 中間投入分：民間最終消費支出で按分 B,D,E,F 路税 家計消費分・ガソリン支出のシェアで按分
自動車重量税，自動車税，軽自 自動車保有 1自／動2を車民保間干最終消費支出，で1／按2分を B,C,G 動車税，自動車保有税 者，消費者 有車両数のシェア
電源開発促進税 消費者 家計消費分：電気代支出のシェアで按分 B,D,E,F 中間投入分・民間最終消費支出で按分
相続税（含む贈与税） 相続人 国税局管内ごとに一人当たり税 D 額を計算
固定資産税（土地），都市計画 所有者，消 個人支払分は課税標準額で按分．法 B,C,H,I 税（土地） 費者，株主 人支払分は法人税と同じ経路で転嫁
固定資産税（家屋），都市計画 居住者，消 住居については課税標準額で，非住居 B,C,H,I 税（家屋） 費者 については民間最終消費支出で按分
不動産取得税，ゴルフ場利用税，狩猟者登録税，法定 当該地域の 決算数値をそのまま利用 B,J 外普通税，入猟税，旧法による税，入湯税，水利地益税 住民
資料の出所： A：国民経済計算年報， B：県民経済計算年報， C：地方財政統計年報， D：国税庁統計年報書， E



















































総額（百万円） 人口→人あたり額 租税・移転の ジニ係数 再分配前所得で評（百万円） 負担率 価した集中度係数
再分配前所得 361,534,237 2.8677 0.0918 
国税の負担 50,106,166 0.3974 0.1386 0.1114 0.1031 
地方税の負担 34,946 402 0.2772 0.0967 0.1170 0.1079 
家計への移転 6 912 720 0.0548 0.0191 0.1716 自0.0231





公共支出 60 359 690 0.4788 0.1322 -0.1000 
地方税の税収ω 35 026 119 0.2778 0.1341 0.1222 


































































-500,000 -150,000 -2,500,000”3,500,000 -3, 770,012 
-500,000 -150,000田2,500,000-3,500,000 -3, 770,012 
-390,508 -1,171,524 -1,952,539 -2, 733,555 -2,944,439 
-609,492 -1,828,476 -3,047,461 -4,266,445 -4,595,585 
140,508 421,524 702,539 983,555 1,059,433 
359,492 1,078,476 1,797,461 2,516,445 2,710,579 
250,000 750,000 1,250,000 1,750,000 1,885,006 
250,000 750,000 1,250,000 1, 750,000 1,885,006 
0.60518 1.81553 3.02588 4.36153 4.75769 
1.13113 3.76278 7.84871 13.29704 15.09236 
都道府県 1 1 1 2 2 
市町村 104 149 249 365 407 
(b）：源泉所得税（但し，利子．配当課税を除く）と申告所得税
(c）：地方消費税清算額－地方消費税交付金
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （特別区を除く市町村）
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表6 税源移譲の効果
財源の移譲規模 1兆円 3兆円 5兆円 7兆円 7.48兆円基本ケー ス
分布の比較
所得の分布（e) ay>-by ay>-by ay>-by α・y>-by a.v>-hy 
公共支出の分布e ム ム bg>-ag hg>-ag hg>-ag 
厚生に関する判断（f)
MM: BM>-A 。 。 。 。 。
RM : BR>-A × × × × × 
UM : B>-A × × × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.00308 0.00941 0.04146 0.03625 0.08857 
公共支出（払） 0.43782 1.48373 2.88809 5.16202 5.57801 
WUMとなる~）：；a；＋~よ ；a;（百万円） 272,987 922,240 1,860,734 3,218,237 3,617,887 
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表7 税源移譲の設定（2)
財源の移譲規模 所得税 消費税 基本（再ケ掲ー）ス
国税の削減額（百万円）
個人所得税（b) -5,000,000 。ー2500 000 
消費税 。同5,000,000 2ー,500,000
地方税の増税額（百万円）
都道府県民税（所得割） 1,952,539 。 702,539 
市町村民税（所得割） 3,047,461 。1,797,461 
地方消費税（都道府県分）ω 。1,952,539 1,250,000 
地方消費税交付金（市町村） 。3,047,461 1,250,000 
基準財政需要の削減率（%）
都道府県（Sp) 3.11677 2.97479 3.11677 
市町村（8s) 8.39769 7.11239 8.39769 
普通交付税不交付団体の数仙
都道府県 1 1 1 
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表8 5兆円移譲の効果（移譲財源の比較）
財源の移譲規模 所得税 消費税 基本（再ケ掲ー）ス
分布の比較
所得の分布ω a,.'>・b-" a-"=h.v a,.>b-" 
公共支出の分布ω hg>ag b8'?-a8 b8'?-ag 
厚生に関する判断。
MM: BM>-A 。 。 。
RM : BR>-A × 。 × 
UM : B'>-A × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.06437 0.02878 0.04146 
公共支出（払） 3.34849 2.34729 2.88809 























都道府県の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 
市町村の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 
基準財政需要の削減率（%）
都道府県（η，） 2.84678 5.69355 11.46297 18.28935 
市町村（ηs) 0.00000 3.67355 11.08567 18.58759 
普通交付税不交付団体の数（d)
都道府県 1 。 。
市町村 84 71 55 38 
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （特別区を除く市町村）
表10 基準税率引き下げの効果
都道府県の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 基本ケース
市町村の基準税率 0.75 0.7 0.6 0.5 （再掲）
分布の比較
所得の分布（叫 ly二 by a，ニby a_,.=by ay=by av>h)' 
公共支出の分布ω h8>a8 h8>a8 h8>a8 hg＞α芭 bg>ag 
厚生に関する判断。
MM: BM>A 。 。 。 。 。
RM : BR>A 。 。 。 。 × 
UM : B>A × × × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仇） 0.00487 0.03504 0.08724 0.14304 0.04146 
公共支出（払） 0.46594 1.27381 3.00070 5.15634 2.88809 

































基準財政需要の算定方式 ケース(i) ケー ス（i)
普通交付税不交付団体の数（d)
都道府県 1 1 
市町村 48 47 
(d）：改革前の普通交付税不交付団体の数は， 1（都道府県）， 84 （市町村）
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表12 基準財政需要簡素化の効果
基準財政需要算定の方法 ケース(i) ケース（i) 基本ケース
（再掲）
分布の比較
所得の分布ω ay=by a,=by ay>by 
公共支出の分布（e) bg>ag bg>ag bg>ag 
厚生に関する判断n
MM: BM>A 。 。 。
RM : BR>A 。 。 × 
UM : B>A × × × 
試算の結果
WUMとなる増加率（%）
所得（仏） 0.45139 0.35735 0.04146 
公共支出（ι） 2.26601 2.55610 2.88809 


































5~包円 7~包円 0.6 0.5 ケース（i）ケース（i)
UMとなる所得のジニ係数 0.0762 0.0740 0.0845 0.0823 0.0839 0.0837 





























































































域における改革後の配分総額は，ヱ但Ja1=LJa*J三B(L;EJPJJ, .・，L1EJpNJ’＝［b*1, ・ ・ ,b*5] 
(q，み…，qd’となり，まとめると， ［L,a*1，…，Lsa＊っと［b*1, ・・,b＊つQとなる。ここで，
S×Sの行列Qの成分q/(jは， qKJ=L日 LjEJpij2':0, LKqKJ=LJ, LJqKJ=LKであり， Qは性
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質 4の条件を満たす。次に， ［Lia*1, ・・・,Lsa*s］三［b＊／，…，b*SJQであり， LKqKJ=LJ,
LJqKJ=LKとなるような非負の行列Qが存在するとしよう。すると， α＊J三（1/L.,)
[b＊／，…，b*SJ(q1J，…，qSJ）’＝"f,KLKb*KqK.fiベLJLK）が成り立つO ここから，改革前の個人の
配分を， B*J=[bペ…，b*JJのような2×LJの行列を用いて， B=[B*1, ・・・,B*SJと表す
と， α＊J;::[B*1, ・・・,B*1PJがすべてのJ＝し，Sについて成り立つ。ここで， pJ=(plう…，
PSJ）’はN×1のベクトルであり， PKJはその全ての成分がqKJ.ベL.LK）である1×LJのベ
クトルである。改革後の配分も， A=[A* 1, ・・,A *SJと表し， P*J=[p*J，…，，p*J］をN
×LJの行列とすれば， A三B[P*1, ・・・,P*s］であり，［P本＇，・ P什は二重確率行列で
あるo
-94 ( 374) -
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